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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1)連結の範囲に関する事項

・連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　 ２社

・連結子会社の名称　　　　　　　　 明治機械（徳州）有限公司

                     　               株式会社柳原製粉機

(2)持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3)連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社である明治機械（徳州）有限公司の決算日は12月31日であります。

　なお、連結計算書類作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用しております。ただし、

連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4)会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券　時価のあるもの………連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

　主として、個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げ

の方法により算定）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

当社・在外連結子会社１社……定額法

国内連結子会社１社……建物及び構築物（建物附属設備を含む）については

定額法、その他については定率法によっております。

ロ．無形固定資産……………………定額法

（リース資産を除く）　　　　なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内に

おける見込利用可能期間に基づく定額法を採用して

おります。

ハ．リース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース料総額が３百万円以

下のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

③重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度負担額を

計上しております。

ハ．工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における期末繰越工事

のうち、将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失を合理的に見積もることが可能なも

のについては、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上しております。

④退職給付に係る負債の計上基準

　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

ロ．重要な収益及び費用の計上基準

　当社の請負工事に係わる収益の計上については、当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当

連結会計年度末の進捗率の見積りは、原価比例法によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

　　該当事項はありません。

３．会計上の見積に関する注記

　会計上の見積りにより、当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であ

って、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものはありま

せん。

　なお、当社グループは、新型コロナウィルス感染症の影響を受けておりますが、翌連結会

計年度もこの影響は続くことが想定されますが、いずれ徐々に回復に転じるものと仮定して

会計上の見積りを行っております。但し、新型コロナウィルス感染症の広がりや収束時期等

の見積りには不確実性を伴うため、実際の結果はこれらの仮定と異なる場合があります。

４．表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

５．連結貸借対照表に関する注記

　 (1)有形固定資産の減価償却累計額 1,154,217千円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項及び自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首の
株 式 数 ( 株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末の
株 式 数 ( 株 )

発 行 済 株 式
　普通株式

11,402,636 － － 11,402,636

自 己 株 式
　普通株式

14,200 － － 14,200

(2)配当に関する事項

　　①配当に関する事項

決 議 株 式 の 種 類
配 当 金
の 総 額

(千円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

2020年6月24日
株 主 総 会

普 通 株 式 56,942 5 2020年3月31日 2020年6月25日

　　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　該当事項はありません。
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７．金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、各事業及び設備投資を行うに当たり必要な資金（主に銀行借入）を調

達しております。一時的な余資は、主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な

運転資金や長期的な設備投資資金を銀行借入等により調達する方針であります。デリバテ

ィブ取引は、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業または純投資目的の株式であり、

市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが６ヶ月以内の支

払期日であります。

　借入金、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金に係る資金調達

を目的としたものであります。

③金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権等について、取引相手ごとに期日及び残高の

管理をするとともに、主要な取引先の信用状況を把握する体制をとり、財務状況等の悪

化などによる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、同

様の管理を行っております。

ロ．市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため、金利スワップ取引を利

用する方針であります。

　当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行会社の財務状況等を把握し、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた管理規程に従い、担

当部署が決裁担当者の承認を経て行うこととなっております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・更新

し、資金調達に係る流動性リスクへの対応を図っております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2)金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

連結貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

①現金及び預金 4,309,015 4,309,015 －

②受取手形及び売掛金 1,684,712 1,684,712 －

③投資有価証券 442,912 442,912 －

④長期未収入金

　　貸倒引当金(*2)

319,558

△319,558

－ － －

⑤支払手形及び買掛金 (1,902,154) (1,902,154) －

⑥電子記録債務 (547,341) (547,341) －

⑦短期借入金 (2,350,000) (2,350,000) －

⑧リース債務（流動負債） (4,381) (4,352) △28

⑨未払法人税等

⑩未払費用

(41,898)

(32,948)

(41,898)

(32,948)

－

－

⑪リース債務（固定負債） (5,533) (5,406) △127

(*1)負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。
(*2)長期未収入金に対して個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（注）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

資　産
①現金及び預金、②受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。
③投資有価証券
　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。
④長期未収入金
　長期未収入金については、回収見込額等に基づいて貸倒引当金を算定しているため、
時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似
しており、当該価額をもって時価としております。

負　債
⑤支払手形及び買掛金、⑥電子記録債務、⑨未払法人税等、⑩未払費用
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

⑦短期借入金、⑧リース債務（流動負債）、⑪リース債務（固定負債）
　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入、契約又はリース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いた現在価額により算定しております。
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８．賃貸等不動産に関する注記

(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、東京都において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）等を有しております。

(2)賃貸等不動産時価等に関する事項（2021年３月31日現在）

連結貸借対照表計上額（千円） 時価(千円)

318,274 465,991

（注）1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2.当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいて自社で算

定した金額であります。

９．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額 107円03銭

(2)１株当たり当期純損失 84円02銭

10．重要な後発事象に関する注記

当社足利事業所の土地一部収用について

　当社は、2021年４月15日開催の取締役会において、栃木県が実施する「（主）桐生岩舟線

（足利市五十部町工区）歩道整備事業」に関わる当社足利事業所の一部土地収用について、

「土地売買に関する契約書」を締結することを決議いたしました。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式、関連会社株式及び

その他の関係会社有価証券……………………移動平均法による原価法

その他有価証券　 時価のあるもの…………事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

 時価のないもの…………移動平均法による原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品・仕掛品…………………………個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切り下げの方法により算定）

原材料……………………………………………移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切り下げの方法により算定）

(2)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産……………定額法

（リース資産を除く）

②無形固定資産……………定額法

（リース資産を除く）　なお、ソフトウエア（自社利用）については社内における見込利

用可能期間に基づく定額法を採用しております。

③リース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース料総額が３百万円以下の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3)引当金の計上基準

①貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

②賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度負担額を計上してお

ります。

③工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における期末繰越工事のうち、将

来の損失が見込まれ、かつ、当該損失を合理的に見積もることが可能なものについては、翌

事業年度以降の損失見込額を計上しております。
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④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末日における退職給付債務見込額に基づき計

上しております。

(4)収益及び費用の計上基準

　請負工事に係る収益の計上については、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用し

ております。なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末の進捗率の見積りは、原価比

例法によっております。

(5)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

　該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りにより、当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌

事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものはありません。

　なお、会計上の見積の内容に関する理解に資する情報につきましては、連結注記表(会計

上の見積りに関する注記）に記載の内容と同一であるため、記載を省略しております。

４．表示方法の変更に関する注記

　該当事項はありません。

５．貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額 986,799千円

(2)関係会社に対する金銭債権債務

                              短期金銭債務 6,332千円

６．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

                              売上高 25,666千円

                              仕入高 98,250千円

                              その他営業取引高 7,681千円
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７．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首の
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度増加
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度減少
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度末の
株 式 数 （ 株 ）

普 通 株 式 14,200 － － 14,200

８．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の主な内容は、繰越欠損金等であり、評価性引当額を同額計上しております。な

お、繰延税金負債の主な内容は、固定資産圧縮積立金、その他有価証券評価差額金であります。

９．関連当事者との取引に関する注記

(1)子会社及び関連会社等

属 性 会社等の名称

議決権等の所
有 ( 被 　 所 　
有 )
割　合　(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社
明治機械(徳州)
有 限 公 司

（所有）
直接100.0％

ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ料
（ 売 上 ）
製品の購入
等
( 仕 入 )
役員の兼任

ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 料 ( 売 上 )
ロ ー ル 製 品 の 購 入

17,878

49,842
－ －

子会社
株 式 会 社
柳 原 製 粉 機

（所有）
直接100.0％

製品の販売
( 売 上 )
製品の購入
（ 仕 入 ）
役員の兼任

製 品 の 販 売 ( 売 上 )
製 品 の 購 入 等

7,787
48,408 買 掛 金

未 払 金
3,396
2,855

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

(1)製品の販売及び購入については、市場価格を参考に決定しております。

(2)価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。
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(2)役員及び主要株主等

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
(被　所　有)
割　合　(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

役員及びその近親

者が議決権の過半

数を所有している

会社等(当該会社等

の子会社を含む)

コンピュートロ
ン 株 式 会 社

（被所有）
直接 1.2％

情報システム開
発・導入管理の
委 託
役 員 の 兼 任

情報システム開
発 費 用
導入サポート
保 守 費 用 等

45,386 未 払 金 1,870

株 式 会 社
サイプレイス・ソ
リューションズ

（被所有）
直接 0.3％

業 務 委 託 等
役 員 の 兼 任

業 務 委 託 等
フ ロ ー 作 成
データベース化

18,039 買 掛 金 1,573

（注）１．取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1)製品の販売及び購入については、市場価格を参考に決定しております。

(2)価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。

10．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額 94円27銭

(2)１株当たり当期純損失 95円79銭

11．重要な後発事象に関する注記

当社足利事業所の土地一部収用について

　当社は、2021年４月15日開催の取締役会において、栃木県が実施する「（主）桐生岩舟線

（足利市五十部町工区）歩道整備事業」に関わる当社足利事業所の一部土地収用について、

「土地売買に関する契約書」を締結することを決議いたしました。

12．連結配当規制適用会社に関する注記

　当社は、連結配当規制適用会社であります。
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